

















































































３ 『空家等対策の推進に関する特別措置法』（2014 年 11 月公布、2015 年 2 月一部施行）
４ 住宅・土地統計調査、５年ごとに実施される統計調査。政府や自治体の法定計画等の基礎資料として利用される。最新の調査は 2018 年に実施。


































































































































































































































































































































８ 『都市再生特別措置法』（2002 年 4 月公布、同年 6 月施行）
９ 『都市再生特別措置法の一部を改正する法律』（2014 年〇公布、同年 8 月施行）








































































































11 『中心市街地における市街地の整備改善及び商業等の活性化の一体的推進に関する法律』として 1998 年に制定され、２００６年に『中心市街地の活性
化に関する法律』と改題されている。
12 1951 年『社会福祉事業法』として制定される。2000 年『社会福祉法』と題名を改正。











































































































14 『2016 年度自治会町内会・地区連合町内会アンケート調査』によれば、会長の年齢は、「70 歳代」 （38.7％）が最も多く、全体の約４割を占めている。
次いで「60 歳代」 （34.3％）となっており、これらを合わせると、60 ～ 70 歳代が７割を超えている。
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たら良いのだろうか。
「現代総有型地域社会」への転換３
●村落共同体意識が残る村
筆者は、人口700人の過疎地で空き家調査に携わっ
たことがある。この村は、10％に満たない可住地に
存在する8つの集落からなっている。その集落内の村
民の大半は同じ姓だ。過疎地なので空き家は目立って
いる、はずだった。だが、この期待は裏切られた。
なぜか。「誰か住んでいるか」と問えば、「住んでい
ない」との答えが返ってくる。しかし、管理状態は良
い。「住んでいないが、お盆と正月には一族が帰って
くる。仏壇と墓があるからね。それに長男が近い市に
住んでいるから、耕作と建物の管理に時々来る。私は
遠い親戚だが、庭や家の掃除している」という回答が
返ってくる。同じような話がいくらでもある。農業用
倉庫として使っているものもある。年寄りの縁側サロ
ンもあった。ほとんどが口頭契約か暗黙の了解で使用
しているだけだ。
結局、オールドタウン化したニュータウンよりも老
朽化した空き家は少なかった。ましてや、「特定空家」
は数えるほどだった。また、近所の人に聞けば、持ち
主、現在の居場所、空き家になった経過も知っていた。
耕作放棄地もあるが、結構、よく管理されている。
血縁・地縁が残っている村落の典型だ。村落共同体
意識が未だ残っている、ということだ。
●共同体が崩壊した都市での可能性
では、かつての共同体が崩壊した都市で、地域社会
は誰が担うのか。筆者が調査した東京近郊の都市の戸
建て空き家は、未だ数％程度だったが、所有者が管理
していない空き家では庭に草が繁茂し、樋は壊れ、庭
木は道路と隣へと越境している。周辺の住民は市に苦
情を言うだけだ。所有者又は相続人がいるらしいとは
言うが、連絡先は知らない。人は住んでいるが、地域
社会の人のつながりは崩壊寸前だ。
しかし、幾つか典型事例が出てきている。整理する
と、次のタイプに分類できる。
A 自治会リーダーシップ型
B 協議会による再編型
C 市民事業型
D プラットフォーム型
に分類される。
A タイプは、これまで地域活動が活発だった高齢
化が進んだかつてのニュータウンで、オールドタウン
化に危機観をもって取り組んでいる自治会だ。不在地
主を準自治会員とし連絡を取り合う事例、移転時の自
治会への届出を規則で定めている事例、防犯パトロー
ル時に同時に空き家パトロールを行っている事例など
がある。ある自治会長から聞いた。「空き家活用など
は簡単ではない。個人の財産だから敷地に勝手に入る
のもためらわれる。先日、空き家だと皆が思っていた
お宅から光が漏れていた。一人暮らしの高齢者が困っ
ているのではないかと思ったご近所の人から自治会に
電話がかかってきた。自治会は、普段から地域包括ケ
アセンターと連絡を取り合っているので、すぐに電話
をしたら、調べて飛んできてくれた。案の定、病気で
伏せていたお年寄りが、急に具体が悪くなり困ってい
たということがわかった。自治会では、ランチサロン、
お茶会、移動販売車誘致、サークル活動、お祭り、子
供会活動、電球の取り替えなどの助け合い活動をやっ
ている。そんな日常的活動が地域住民の信頼に繋がっ
ている。そんな活動に興味がある若いファミリーも移
住してきている」。
B タイプは、自治会・町内会が衰退化した地域で、
自治会・町内会に代わる地縁社会を協議会として再編
成するというタイプだ。自治体は、まちづくり条例な
どでシステムを整備し、様々な支援をしている。自治
体からの支援もあり自治会・町内会活動も再生した事
例もある。しかし、多くの場合、ベースとなる人と人
の関係が薄れている。個人意識が強い。先の A タイ
プになるのは厳しい。
C タイプが近年増えてきている。
子ども食堂、空き家を活用した高齢者や子育てサロ
ン、フードロス対策のフードバンク、それらの市民事
業に触発されて市場に乗らない野菜を提供する農家の
集団、地域振興のため移住者ために集合住宅を建設経
営する地権者集団、里山保全管理する市民グループ、
そして活動を支援する民間の中間支援機関など。これ
までにない社会が生まれてきている。しかし、多くの
場合、自治会・町内会、自治体との距離は遠い。
そこで、私が注目するのが D タイプである。
行政が連絡役、事務局となり、自治会・町内会など
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の既存の団体と NPO などの市民運動グループを結び
つけるプラットフォームをつくっているという事例
だ。市民運動グループは、自治会・町内会の高齢化、
運営の大変さをよく理解している。自治会・町内会は、
市民活動グループの考え方や行動を尊重しつつ、連携
することによりその持つ積極的な力を活用している。
行政は、それぞれの活動や悩みを尊重し、連携を図る
ための連絡調整、情報提供等の事務局機能を発揮して
いるというタイプだ。
●「現代総有型地域社会」に向けて
いまさら「村落共同体」を構築するのは困難だ。し
かし、D タイプによる地域社会を形成することは可能
だ。
地域の多数が参加する自治会・町内会、民生委員
児童委員などの専門家に加えて地域などで活動する
NPO などの市民事業グループ、企業、コミュニティ
ビジネスを巻き込み、土地住宅、暮らしも含めて「み
んなで管理し運営する」＝「現代総有型地域社会」へ
の芽は育ってきている。その際に3つのキーワードを
常に確認する必要がある。それはリスペクト、インス
パイアー、エンパワーメントである。他のグループ活
動に対する尊重と鼓舞、そしてそのことで生み出され
る発展の力である。
そのような活動が地域住民の共感と参加を生んでい
く。
市民が、「現代総有型地域社会」づくりを運動として
広げ、共感を生む活動を展開する将来像をイメージす
ることが必要だ。そのための法改正、行政の支援が、
人口減少社会にあっても持続可能な地域社会を形成す
るためのキーデバイスではないだろうか。
なお、現代総有については、五十嵐論文に譲る。
